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＜１．純保険料率水準の検証結果関連＞

１－１．自賠責保険・共済収支表

（単位：億円、％）
収    支    残

契 約 年 度

昭和30 18 21 △      3 △      3 118.3 
　　40 622 568 54 207 91.3 
　　50 4,537 4,222 315 3,390 93.1 
　　59 6,461 7,928 △  1,467 0 122.7 

( △  3,260)
　　60 7,759 7,172 587 587 92.4 
　　61 8,782 7,442 1,340 1,928 84.7 
　　62 8,861 7,348 1,513 3,440 82.9 
　　63 9,618 7,904 1,714 5,155 82.2 
平成元 9,961 8,036 1,925 7,080 80.7 
　　２ 10,328 8,202 2,126 8,770 79.4 

( 9,206)
　　３ 8,800 8,493 307 9,077 96.5 
　　４ 8,530 7,992 539 9,615 93.7 
　　５ 7,463 8,739 △  1,275 8,340 117.1 
　　６ 7,484 8,563 △  1,079 7,261 114.4 
　　７ 7,753 8,615 △    863 6,398 111.1 
　　８ 7,969 8,849 △    880 5,518 111.0 
　　９ 7,134 8,780 △  1,647 3,872 123.1 
　　10 7,028 9,036 △  2,008 1,864 128.6 
　　11 7,212 9,321 △  2,109 △    245 129.2 
　　12 7,313 9,369 △  2,057 △  2,302 128.1 
　　13 7,298 9,096 △  1,798 0 124.6 

( △  4,100)
　　14 9,483 8,925 559 559 94.1 
　　15 9,573 8,785 787 1,346 91.8 
　　16 9,466 8,534 932 2,278 90.2 
　　17 9,031 8,384 647 2,925 92.8 
　　18 9,070 8,131 939 3,864 89.6 
　　19 8,641 7,448 1,193 5,314 86.2 
　　20 6,469 9,004 △  2,535 2,779 139.2 
　　21 6,023 8,438 △  2,414 365 140.1 
　　22 6,022 8,631 △  2,609 △  2,244 143.3 
　　23 6,997 8,476 △  1,479 △  3,950 121.1 

( △  3,724)
　　24 7,304 8,735 △  1,431 △  5,381 119.6 
　　25 8,491 8,236 255 △  5,125 97.0 
　　26 8,533 8,105 428 △  4,697 95.0 
　　27 8,459 7,789 670 △  4,027 92.1 
　　28 8,634 7,623 1,010 △  3,016 88.3 
　　29 7,693 7,442 251 △  2,765 96.7 
　　30 7,696 7,218 478 △  2,287 93.8 
令和元 7,684 7,110 573 △  1,714 92.5 
　　２ 7,708 7,050 658 △  1,056 91.5 

収 入 純 保 険 料

（ 収 入 純 掛 金 ）

Ａ 

当 年 度 収 支 残

（Ａ－Ｂ）　Ｃ 

支 払 保 険 金

（ 支 払 共 済 金 ）

Ｂ 

累　計　収　支　残

Ｄ 

損　　害　　率

（Ｂ÷Ａ×100）

（注）

１．本表は、自賠責共済を含む全自賠責事業者分を

集計したものである。ただし、ＪＡ共済につい

ては、平成18年12月以降に締結される契約に係

る収支に限る。

２．本表は、当該年度に契約を締結した車両におけ

る収支であり、今後の支払額等の確定により変

動することがある。

３．昭和59契約年度末までの累計収支の赤字及び平

成13契約年度末までの累計収支の赤字は、運用

益で補填されている。

４．平成２契約年度末までの累計収支の黒字から、

平成２年度末までの累計社費赤字436億円が補

填されている。

５．平成20年４月１日の基準料率改定では、ＪＡ共

済分の累計収支の黒字を平成18年12月以降に限

定することなく、ＪＡ共済以外の事業者の還元

額と同水準で還元しているため、平成19契約年

度以降の累計収支残には、平成18年11月以前の

ＪＡ共済分の還元額を含んでいる。

６．平成23契約年度以降の累計収支残から、平成23

年度決算における法人税率変更等に伴う調整準

備金の取崩額226億円を控除している。

７．平成29年４月１日の基準料率改定における予定

損害率は、105.9％である。

（注１）（注２）

（注３）

（注４）

（注３）

（注６）

（注７）

（注５）

（注７）

－１－



（参考１）交通事故発生状況（警察庁資料等）

　　 　区 分 発　生　件　数（注１）（注２） 死　者　数（注１） 負　傷　者　数（注１） 自動車等１万台当たりの事故率

　 年 件 数 対前年増減率 人 数 対前年増減率 人 数 対前年増減率 死 者 数 負 傷 者 数

件 ％ 人 ％ 人 ％ 万台 人 人

 昭和30年（注４） 93,981 －　 6,379 －　 76,501 －　 197 32.37 388.24
　　 40 567,286 －　 12,484 －　 425,666 －　 1,577 7.91 269.87

　　 50（注５） 472,938 －　 10,792 －　 622,467 －　 3,859 2.80 161.29
　　 60 552,788 －　 9,261 －　 681,346 －　 6,704 1.38 101.64
　　 61 579,190 4.8 9,317 0.6 712,330 4.5 6,934 1.34 102.72
　　 62 590,723 2.0 9,347 0.3 722,179 1.4 7,126 1.31 101.34
　　 63 614,481 4.0 10,344 10.7 752,845 4.2 7,362 1.40 102.25
 平成元年 661,363 7.6 11,086 7.2 814,832 8.2 7,596 1.46 107.27
　　 ２ 643,097 △　 2.8 11,227 1.3 790,295 △　 3.0 7,811 1.44 101.17
　　 ３ 662,392 3.0 11,109 △　 1.1 810,245 2.5 7,984 1.39 101.48
　　 ４ 695,346 5.0 11,452 3.1 844,003 4.2 8,109 1.41 104.08
　　 ５ 724,678 4.2 10,945 △　 4.4 878,633 4.1 8,220 1.33 106.88
　　 ６ 729,461 0.7 10,653 △　 2.7 881,723 0.4 8,349 1.28 105.61
　　 ７ 761,794 4.4 10,684 0.3 922,677 4.6 8,497 1.26 108.58
　　 ８ 771,085 1.2 9,943 △　 6.9 942,204 2.1 8,655 1.15 108.86
　　 ９ 780,401 1.2 9,642 △　 3.0 958,925 1.8 8,754 1.10 109.54
　　 10 803,882 3.0 9,214 △　 4.4 990,676 3.3 8,799 1.05 112.59
　　 11 850,371 5.8 9,012 △　 2.2 1,050,399 6.0 8,860 1.02 118.55
　　 12 931,950 9.6 9,073 0.7 1,155,707 10.0 8,925 1.02 129.50
　　 13 947,253 1.6 8,757 △　 3.5 1,181,039 2.2 8,972 0.98 131.64
　　 14 936,950 △　 1.1 8,396 △　 4.1 1,168,029 △　 1.1 9,011 0.93 129.63
　　 15 948,281 1.2 7,768 △　 7.5 1,181,681 1.2 9,013 0.86 131.10
　　 16 952,720 0.5 7,436 △　 4.3 1,183,617 0.2 9,046 0.82 130.85
　　 17 934,346 △　 1.9 6,937 △　 6.7 1,157,113 △　 2.2 9,138 0.76 126.62
　　 18 887,267 △　 5.0 6,415 △　 7.5 1,098,564 △　 5.1 9,144 0.70 120.14
　　 19 832,704 △　 6.1 5,796 △　 9.6 1,034,652 △　 5.8 9,117 0.64 113.49
　　 20 766,394 △　 8.0 5,209 △  10.1 945,703 △　 8.6 9,083 0.57 104.12
　　 21 737,637 △　 3.8 4,979 △　 4.4 911,215 △　 3.6 9,046 0.55 100.73
　　 22 725,924 △　 1.6 4,948 △　 0.6 896,297 △　 1.6 9,029 0.55 99.27
　　 23 692,084 △　 4.7 4,691 △　 5.2 854,613 △　 4.7 9,015 0.52 94.80
　　 24 665,157 △　 3.9 4,438 △　 5.4 825,392 △　 3.4 9,056 0.49 91.14
　　 25 629,033 △　 5.4 4,388 △　 1.1 781,492 △　 5.3 9,089 0.48 85.98
　　 26 573,842 △　 8.8 4,113 △　 6.3 711,374 △　 9.0 9,132 0.45 77.90
　　 27 536,899 △　 6.4 4,117 0.1 666,023 △　 6.4 9,133 0.45 72.93
　　 28 499,201 △　 7.0 3,904 △　 5.2 618,853 △　 7.1 9,140 0.43 67.70
　　 29 472,165 △　 5.4 3,694 △　 5.4 580,850 △　 6.1 9,147 0.40 63.50
　　 30 430,601 △　 8.8 3,532 △　 4.4 525,846 △　 9.5 9,146 0.39 57.49

 令和元年（注６） (381,002) (△  11.5) 3,215 △　 9.0 (460,715) (△  12.4) － － －

　（注）１．警察庁資料による。
　　　　２．昭和40年以前の発生件数には、物損事故を含む。
　　　　３．国土交通省資料（各年12月末現在）による。ただし、原付１種、原付２種、ミニカー、小型特殊は各年４月１日現在によるものであり、
　　　　　　平成18年以降の車両保有台数に含まれる原付１種、原付２種、ミニカー、小型特殊は総務省資料（各年４月１日現在）によるものである。
　　　　４．昭和30年は、軽微な被害（８日未満の負傷、２万円以下の物的損害）事故は含まれていない。
　　　　５．昭和47年以降は、沖縄県を含む。
　　　　６．令和元年の発生件数・負傷者数は速報値であり、対前年増減率は確定値に対する増減率である。

車両保有台数（注３）

－２－



１－２．検証における主な予測要因

（１）収入純保険料（収入純掛金）関連

・車両保有台数

　　　 過年度の車両保有台数の動向を参考として算出している。

年度 車両保有台数（注）

令和　元年度 8,929万台 (＋0.1％)

　　　２年度 8,933万台 (＋0.0％)

（注）農耕用小型特殊自動車（自賠責保険適用外）を除く。

（２）支払保険金（支払共済金）関連

　　　 ①事故率

　　　　 過年度の事故率の動向（４頁）及び交通事故発生状況（２頁）を参考として、次のとおり算出している。

事故年度 死亡事故率 後遺障害事故率 傷害事故率

令和　元年度 0.00384％ (△5.2％) 0.05510％ (△2.1％) 1.28026％ (△1.8％)

0.00374％ (△2.6％) 0.05412％ (△1.8％) 1.26241％ (△1.4％)

〔減少傾向で予測〕 〔減少傾向で予測〕 〔減少傾向で予測〕

　　　 ②平均支払保険金（平均支払共済金）

　　　　 賃金上昇率、治療費上昇率及び支払基準改定による上昇率を次のとおり見込んでいる。

事故年度 賃金上昇率 治療費上昇率 支払基準改定
（注）

による上昇率

令和　元年度 　0.00％

（注）「自動車損害賠償責任保険の保険金等及び自動車損害賠償責任共済の共済金等の支払基準」（金融庁・国土交通省告示）の一部を改正する
　　　告示が令和２年４月１日に施行される。

　　　　　２年度以降

＋0.2％ △0.25％

　　　　　２年度以降
＋0.2％ △0.20％

〔増加傾向で予測〕 〔減少傾向で予測〕

＋1.26％（さらに３年ごとに＋0.27％）

〔増加傾向で予測〕

－３－



１－３．自賠責保険・共済の事故率の推移
（注１）（注２）

0.00528  
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（死 亡）
％
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0.05626  
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25 26 27 28 29 30 元 ２
事故年度

（後遺障害）
％

1.28026  

1.26241  

1.44185  

1.40181  

1.38902  

1.40055  

1.35883  

1.30365  

0.000
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1.000

1.500

2.000

2.500

25 26 27 28 29 30 元 ２
事故年度

（傷 害）％

事 故 年 度 死 亡 後 遺 障 害 傷 害

平成25    0.00528 %     0.07133 %     1.44185 %  

　　26   0.00511      0.06869      1.40181    

　　27   0.00495      0.06404      1.38902    

　　28   0.00456      0.06007      1.40055    

　　29   0.00434      0.05766      1.35883    

　　30   0.00405      0.05626      1.30365    

令和元 (  0.00384 )  (  0.05510 )  (  1.28026 )  

　　２ (  0.00374 )  (  0.05412 )  (  1.26241 )  

(注)１．自賠責共済を含む全自賠責事業者の事故率の推移である。

　　２．事故年度事故率…当該年度に保険（共済）責任がある車両数に対

　　　　　　　　　　　　して、当該年度中に発生した事故件数の割合。

－４－



１－４．自賠責保険・共済の支払件数及び支払保険金の推移

（１）支払件数及び平均支払保険金（平均支払共済金）の推移
（注１）（注２）

　　「支払件数」：４頁の事故年度別の事故率に基づく支払件数を契約年度別に集計した。

　　「平均支払保険金（平均支払共済金）」：３頁の予測要因から見込んだ事故年度別の平均支払保険金（平均支払共済金）を契約年度別に集計した。

（単位：件、万円、％）

　   区分 死　　　　　亡 後　遺　障　害 傷　　　　　害

平均支払保険金 平均支払保険金 平均支払保険金

 契約年度 (平均支払共済金) (平均支払共済金) (平均支払共済金)

平成23 4,635 － 2,418 － 60,245 － 394 － 1,181,773 － 42.2 －

　　24 4,518 △2.5 2,415 △0.1 60,581 0.6 398 1.0 1,223,300 3.5 42.8 1.5

　　25 4,201 △7.0 2,409 △0.2 55,747 △8.0 399 0.4 1,154,086 △5.7 43.3 1.2

　　26 4,109 △2.2 2,398 △0.5 52,946 △5.0 402 0.6 1,149,660 △0.4 43.4 0.3

　　27 3,797 △7.6 2,390 △0.4 49,490 △6.5 406 1.0 1,126,174 △2.0 43.3 △0.3

　　28 3,567 △6.1 2,381 △0.4 47,710 △3.6 406 0.0 1,121,799 △0.4 43.1 △0.3

　　29 3,402 △4.6 2,380 △0.0 47,151 △1.2 405 △0.3 1,097,241 △2.2 43.1 △0.2

　　30 3,224 △5.2 2,403 1.0 45,827 △2.8 405 0.1 1,064,881 △2.9 43.1 0.0

令和元 3,109 △3.6 2,458 2.3 44,897 △2.0 406 0.2 1,047,210 △1.7 43.2 0.3

　　２ 3,051 △1.9 2,494 1.5 44,309 △1.3 407 0.2 1,037,815 △0.9 43.2 0.1

　（注）１．本表は、自賠責共済を含む全自賠責事業者分を集計したものである。

　　　　２．当該年度において契約を締結した車両が惹起した事故による支払件数と平均支払保険金（平均支払共済金）である。

支 払 件 数
対前年度
増 減 率

対前年度
増 減 率

支 払 件 数
対前年度
増 減 率

対前年度
増 減 率

支 払 件 数
対前年度
増 減 率

対前年度
増 減 率

－５－



　（２）支払保険金（支払共済金）総額の推移
（注１）（注２）

「支払保険金（支払共済金）」：区分ごとに５頁の「支払件数」と「平均支払保険金（平均支払共済金）」を乗じて求めた。

（単位：億円、％）

　 　区 分 死　　　　　亡 後　遺　障　害 傷　　　　　害 合計（含む付帯費用）

支 払 保 険 金 支 払 保 険 金 支 払 保 険 金 支 払 保 険 金

 契約年度 （支払共済金） （支払共済金） （支払共済金） （支払共済金）

平成23 1,121 － 2,373 － 4,982 － 8,476 －

　　24 1,091 △2.7 2,409 1.5 5,234 5.1 8,735 3.1

　　25 1,012 △7.2 2,226 △7.6 4,997 △4.5 8,236 △5.7

　　26 985 △2.6 2,127 △4.5 4,992 △0.1 8,105 △1.6

　　27 907 △7.9 2,007 △5.6 4,874 △2.4 7,789 △3.9

　　28 849 △6.4 1,936 △3.6 4,838 △0.7 7,623 △2.1

　　29 810 △4.7 1,908 △1.4 4,724 △2.4 7,442 △2.4

　　30 775 △4.3 1,856 △2.7 4,586 △2.9 7,218 △3.0

令和元 764 △1.4 1,823 △1.8 4,523 △1.4 7,110 △1.5

　　２ 761 △0.4 1,802 △1.2 4,487 △0.8 7,050 △0.8

（構成比） ( 10.8 % ) ( 25.6 % ) ( 63.6 % ) ( 100.0 % )

↓
１頁の「支払保険金（支払共済金）Ｂ」

　（注）１．本表は、自賠責共済を含む全自賠責事業者分を集計したものである。

　　　　２．当該年度において契約を締結した車両が惹起した事故により支払われた保険金（共済金）の内訳である。

対前年度増減率 対前年度増減率 対前年度増減率 対前年度増減率
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（参考２）重度後遺障害の支払件数の推移
（注１）（注２）（注３）

（単位：件、％）

区分 別　　表　　第　　一 別　　表　　第　　二 合　　計

支払年度 １　級 ２　級 １　級 ２　級 ３　級 対前年度増減率

平成21 1,019 506 72 145 407 2,149 －　

　　22 903 546 66 141 371 2,027 △5.7 

　　23 894 495 46 133 364 1,932 △4.7 

　　24 834 436 42 119 345 1,776 △8.1 

　　25 820 431 41 111 318 1,721 △3.1 

　　26 881 460 35 93 314 1,783 3.6 

　　27 874 462 36 108 316 1,796 0.7 

　　28 847 420 40 127 251 1,685 △6.2 

　　29 856 433 38 100 288 1,715 1.8 

　　30 785 425 30 93 287 1,620 △5.5 

　（注）１．後遺障害等級表（自動車損害賠償保障法施行令別表第一、別表第二）の別表第一に該当する介護を要する後遺障害及び別表第二

　　　　　の１～３級に該当する後遺障害を重度後遺障害とした。

　　　　２．本表は、自賠責共済を含む全自賠責事業者を対象として、各年度において損害調査を完了した事案について、被害者数を集計し

　　　　　たものである。

　　　　３．平成１４年３月３１日以前に発生した事故で、旧等級表１～３級に該当する後遺障害は、別表第二の１～３級に併せて集計した。

－７－



１－５．自賠責保険・共済運用益の発生と積立状況（注１）

（単位：億円、％）

年 度 資 金 平 残 運 用 利 率 法人税等相当額 積 立 金 残 高

発生運用益 長期予定利息 投 資 経 費 合 計 拠 出 金 赤 字 補 填 合 計 繰入・取崩額

Ａ Ｂ Ｃ （△）Ｄ （△）Ｅ (Ｃ-Ｄ-Ｅ)Ｆ Ｇ Ｈ  (Ｇ+Ｈ)Ｉ Ｊ (前Ｋ+Ｆ-Ｉ+Ｊ)Ｋ

平成21 22,355 2.01 449     64 26 359 38 0 38 1 4,772

　　22 20,161 2.08 419     58 21 340 38 0 38 0 5,074

　　23 17,351 2.11 367     62 19 286 39 0 39 △  315 5,006

　　24 15,639 2.14 335     67 16 252 37 1 38 △   14 5,205

　　25 15,581 2.30 359     76 16 266 35 10 45 △   85 5,342

　　26 17,182 2.36 411     84 16 311 35 2,210 2,245 △   78 3,329

　　27 17,657 2.80 499     87 18 394 35 1,469 1,503 △   20 2,200

　　28 18,445 2.27 418     86 20 313 33 742 775 1 1,739

　　29 19,551 2.25 440     83 24 332 32 553 585 △    1 1,485

　　30 19,312 2.50 484     80 28 376 31 0 31 0 1,830

（注）１．本表は、自賠責共済を含む全自賠責事業者分を集計したものである。

　　　２．長期予定利息とは、保険(共済)期間が１年を超える契約について当期において発生した運用益である。当該利息は保険(共済)期間が１年を超える部分の保険料(共済掛金)

　　　　に充当される。

　　　３．投資経費とは、運用資産の運用・管理等に係る費用である。

　　　４．拠出金は、運用益事業（被害者救済対策、救急医療体制の整備等）の財源として拠出された実績額である。

　　　５．法人税等相当額繰入・取崩額には、税率変更による繰入・取崩額及び有税分の当期運用益拠出金に係る法人税等相当額を集計している。

　　　６．平成26年度の発生運用益には、損害保険契約者保護機構の自賠責保険事業撤退に伴う精算金のうち、平成25年度末運用益積立金残高を除く６億円を含めて集計している。

　　　７．平成27年度の発生運用益には、ジェイアイ傷害火災保険株式会社の自賠責保険事業撤退に伴う精算金のうち、平成26年度末運用益積立金残高を除く５億円を含めて集計

　　　　している。

当 期 繰 入 額 当 期 取 崩 額

（注６）

（注７）

（注４） （注５）（注３）（注２）
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１－６．滞留資金

　　　「滞留資金（Ｈ欄）」　：「運用益積立金による赤字補填（注）後の累計収支残（Ｆ欄）」及び「運用益積立金残高（Ｇ欄）」の合計額
　基準料率改定時には、この金額を考慮（黒字の場合→純保険料率の引下げに活用）して算出する。

８頁（Ｈ欄）から ８頁（Ｋ欄）から
↓ ↓ （単位：億円）

純 保 険 料 率 収 支

収    支    残

年　度 収 入 純 保 険 料 支 払 保 険 金 当 年 度 収 支 残 運用益積立金残高 滞 留 資 金

（ 収 入 純 掛 金 ） （ 支 払 共 済 金 ） （ 赤 字 補 填 前 ） 運用益積立金による （ 赤 字 補 填 後 ）

赤字補填（注）の額

Ａ Ｂ （Ａ－Ｂ）　Ｃ Ｄ Ｅ （前年度Ｆ＋Ｃ＋Ｅ）Ｆ Ｇ （Ｆ＋Ｇ）Ｈ

平成20 6,469 9,004 △ 2,535 2,779 2 2,781 4,451 7,232 

　　21 6,023 8,438 △ 2,414 365 0 367 4,772 5,139 

　　22 6,022 8,631 △ 2,609 △ 2,244 0 △ 2,242 5,074 2,832 

　　23 6,997 8,476 △ 1,479 △ 3,950 0 △ 3,948 5,006 1,059 

　　24 7,304 8,735 △ 1,431 △ 5,381 1 △ 5,377 5,205 △   172 

　　25 8,491 8,236 255 △ 5,125 10 △ 5,112 5,342 230 

　　26 8,533 8,105 428 △ 4,697 2,210 △ 2,473 3,329 855 

　　27 8,459 7,789 670 △ 4,027 1,469 △   335 2,200 1,865 

　　28 8,634 7,623 1,010 △ 3,016 742 1,417 1,739 3,156 

　　29 7,693 7,442 251 △ 2,765 553 2,221 1,485 3,707 

　　30 7,696 7,218 478 △ 2,287 0 2,699 1,830 4,529 

　　（注）運用益積立金による赤字補填：累計収支に赤字が生じた場合に、契約年度の属する事業年度の開始の日から５年を経過する事業年度末における赤字額に対し、運用益積立金を取り崩して補填を行う

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　自賠責会計上の仕組み。

　　　　　・本表は、全自賠責事業者分を集計したものであるが、個々の事業者における自賠責会計上の累計収支（黒字または赤字）の状況は、自賠責事業を開始した時期等により事業者ごとに相違がある。

　　　　　・運用益積立金による赤字補填は「取り崩しを行う時点で適用されている基準料率を算出した時点で還元することとした、改定前年度末の運用益積立金残高（当該事業者の保有分）」が限度とされて

　　　　　　いる。

　　　　　・このため、個々の事業者において、運用益積立金による赤字補填が上記限度に達した場合には、限度額を超える分の累計収支の赤字は残ることとなる。

　　　　　　（この場合、当該赤字については、次の基準料率改定が行われた際、その改定前年度末の運用益積立金残高（当該事業者の保有分）を限度として、補填することになる。）

　　　　　　【例】平成24契約年度の赤字額（△1,431億円）に相当する自賠責会計上の赤字額に対する平成28年度及び平成29年度の赤字補填

　　　　　　　　　　平成28年度：平成26年度以降の赤字補填額が、限度額である「改定前年度末（平成24年度末）の運用益積立金残高」に達した事業者が生じた影響で、742億円の補填にとどまった。

　　　　　　　　　　平成29年度：平成29年４月改定により「改定前年度末（平成28年度末）の運用益積立金残高」まで赤字補填が可能となったため、残る赤字のうち553億円を補填

１頁（Ａ欄～Ｄ欄）から

平成20.４料率
(予定損害率
　：133.8％)

平成29.４料率
(予定損害率
　：105.9％)

平成23.４料率
(予定損害率
　：119.4％)

平成25.４料率
(予定損害率
　：100.2％)

　累　計　収　支　残　

赤字発生

５年経過以降

赤字補填開始
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＜２．社費水準の検証結果関連＞

２－１．自賠責保険社費・共済経費収支表
（単位：億円）

収    支    残
会 計 年 度

昭和53 799 733 66 66

    58 1,099 1,164 △  65 215

平成元 1,533 1,664 △ 131 △ 254

　　２ 1,608 1,789 △ 181 0

( △ 436)

　　３ 1,985 1,881 104 104

　　４ 1,981 1,989 △   9 95

　　５ 2,215 2,049 165 261

　　６ 2,225 2,098 127 388

　　７ 2,264 2,147 117 505

　　８ 2,316 2,181 134 639

　　９ 2,214 2,173 41 680

　　10 2,183 2,180 3 683

　　11 2,244 2,230 14 697

　　12 2,250 2,179 71 769

　　13 2,225 2,131 94 863

　　14 2,090 2,113 △  23 839

　　15 2,112 2,148 △  36 804

　　16 2,090 2,162 △  73 722

　　17 2,018 2,167 △ 149 573

　　18 2,178 2,281 △ 104 557

　　19 2,108 2,278 △ 170 387

　　20 2,348 2,326 21 408

　　21 2,170 2,255 △  84 324

　　22 2,174 2,246 △  73 251

　　23 2,154 2,137 17 268

　　24 2,239 2,195 44 312

　　25 2,095 2,235 △ 140 172

　　26 2,092 2,237 △ 145 27

　　27 2,080 2,225 △ 145 △ 118

　　28 2,118 2,268 △ 150 △ 268

　　29 2,267 2,253 13 △ 254

　　30 2,264 2,202 62 △ 193

累　計　収　支　残
Ｄ 

当 年 度 収 支 残
（Ａ－Ｂ）　Ｃ 

（ 収 入 経 費 ）
収 入 社 費

Ａ 

支 　出 　社 　費

（ 支 出 経 費 ） （ 注 ２ ）

Ｂ 

（注）

１．平成17年度以前は、ＪＡ共

済を除く自賠責事業者分を集

計したものであり、平成18年

度以降は、全自賠責事業者分

を集計したものである。

なお、平成18年度以降の累

計収支残には、ＪＡ共済の平

成17年度までの累計収支残を

加算している。

２．平成29年度以前の支出社費は、

翌年度決算における付加率積

立金の修正金額を加減したも

のである。

３．平成２年度までの累計収支の

赤字は、平成２年度に純保険

料累計収支の黒字で補填され

た。

４．平成16年度以降の累計収支残

は、旧大成火災社の破綻処理

による取崩を控除したもので

ある。

（注１）

（注４）

（注３）
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＜３．まとめ＞
（注１）

（注）１．自賠責共済を含む全自賠責事業者について集計したものである。

（１）純保険料率水準

（単位：億円）

収 入 純 保 険 料 支 払 保 険 金 予定損害率(105.9%)

（ 収 入 純 掛 金 ） （ 支 払 共 済 金 ） に対する乖離率

Ａ Ｂ （Ａ－Ｂ）Ｃ （Ｂ÷Ａ×100）Ｄ Ｅ 

(注２)

令 和 元 年 度 7,684 7,110 573 92.5％ △12.7％ 

(注２)

令 和 ２ 年 度 7,708 7,050 658 91.5％ △13.6％ 

（注）２．予定損害率（105.9％）に対する乖離率は次のとおりである。

　　　  　  令和元年度：△12.7％＝〔（92.5％ ÷105.9％）－１〕×100

　　　  　  令和２年度：△13.6％＝〔（91.5％ ÷105.9％）－１〕×100

（単位：億円）

滞留資金 平 成 30 年 度 4,529

（２）社費水準

（単位：億円）

収 入 社 費 支 出 社 費

（ 収 入 経 費 ） （ 支 出 経 費 ）

Ａ Ｂ （Ａ－Ｂ）　Ｃ 

平 成 30 年 度 2,264 2,202 62

検証結果

検証結果

契 約 年 度 損 害 率収 支 残

収 支 残会 計 年 度

－１１－



（参考３）純保険料率水準の検証の流れ

（ 同 上 ）

（ 同 上 ）

損害率

支払保険金

（支払共済金）

支払件数

平均支払保険金

（平均支払共済金）

事故率

平均支払保険金

（平均支払共済金）

死
亡

後
遺
障
害

支払保険金

（支払共済金）

傷
害

支払保険金

（支払共済金）

支払保険金

（支払共済金） Ｂ

契約年度 事故年度

（主な予測要因）

保
険
実
績
（
支
払
）

契約台数

×事故率

合
計

支払保険金

（支払共済金）

＋

＝

収入純保険料

（収入純掛金） Ａ

・車両保有台数の動向

（主な予測要因）

・事故率の動向

・交通事故発生状況

（主な予測要因）

・賃金上昇率

・治療費上昇率

・支払基準改定による上昇率

Ｂ÷Ａ×100

１頁

３頁・４頁

２頁

３頁

３頁

５頁

６頁

契約年度別

に集計

＋

令和元年度

純保険料率水準

の検証結果

令和元契約年度

92.5％

令和２契約年度

91.5％

予定損害率

平成29年４月１日

改定の現行基準料率

105.9％

（当該年度中に発生した事故の保険成績を把握）（当該年度に契約を締結した車両の保険成績を把握）

契約年度別

に集計支払件数

×

平均支払保険金

（平均支払共済金）

保
険
実
績

（
契
約
）
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（参考４）自賠責保険における収入保険料と支出の構成割合＜平成30年度、リトン・ベイシス＞
（注）

 　　　（注）損保・共済合計の値である。

10,598億円

諸手数料及び集金費
696億円
（6.6％）

保険金（共済金）
7,643億円
（72.5％）

社費（経費）
2,202億円
（20.9％）

営業費
1,433億円
（13.6％）

損害調査費
769億円
（7.3％）

10,541億円

収入 支出
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